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４月から変わる自動車関連税制 

 来月から、軽自動車税の引揚げや、エコカー減

税の基準が厳格化されます。 

◆自動車の所有すると課せられる税金は 

 自動車の購入・保有に課せられる税金には、自

動車取得税、自動車重量税、自動車税、軽自動車

税があります。 

◎自動車取得税・・・自動車を取得した際に課せ

られ、自家用車の場合は原則、取得価額×３％（軽

自動車税２％）が課せられます。ただし、取得価

格が５０万円以下の場合には課税されません。な

お、消費税１０％引き上げ時に廃 

．される予定です。 

◎自動車重量税・・・重量税は自動車の重量に対

して応じて課せられる税金で、新車に購入時や車

検時に納付します。 

◎自動車税と軽自動車税・・・毎年４月１日現在

の所有者に１年分（自動車税については、年度の

途中で新規登録や廃車した場合、月割り）が課税

されます。 

◆４月から変わる軽自動車税やエコカー減税 

 昨年度の税制改正により、軽自動車税は今年４

月以降に購入した新車から税額が引き上げられ、

自家用車の場合には、年１万８００円（現行７２

００円）約１.５倍の税額になります（貨物車、営

業用車は約１.２５倍）。 

 ただし、２７年度税制改正により、燃費性能に

応じて減税する措置が軽自動車税にも設けられ予

定です（減税は新車購入の翌年度限り）。なお、二

輪車等については税率引上げの適用開始を１年間

延期することになっています。 

 また、取得税や重量税に対するエコカー減税に

ついても、減免税車の対象範囲が見直され、４月

以降は適用される環境基準が厳しくなる予定で

す。 

改正パートタイム労働法のポイント 

 パートタイム労働法が改正され、４月から施行

されます。 

 これに伴い、正社員と差別的取扱いが禁止され

るパートタイム労働者の対象範囲の拡大され、①

職務内容が正社員と同一、②人材活用の仕組み（人

事異動等の有無や範囲）が正社員と同一、に該当

すれば、有期労働契約を締結しているパートタイ

ム労働者も正社員と差別的取扱いが禁止されま

す。 

 また、パートタイム労働者を雇った場合や契約

更新をした場合、賃金制度や福利厚生、正社員転

換制度などについて、事業主は分かりやすく説明

しなければならないこととなりました。 

２７年度から適用される労働保険率等 

 労働保険率は、業種ごとに定められており、それぞれの業種の過去３年間の災害発生状況などを考慮し、

原則３年ごとに改正されています。 

 これにより、２７年４月から適用される労災保険率は、全５４業種平均０.１/１０００引下げられ、４.７

/１０００となります（引下げとなるのが２３業種、引上げとなるのが８業種） 

 また、一人親方など 4 の特別加入に係る第２種特別加入保険率や、請負による建設の事業に係る労働比率

などの改定も行われます。 
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